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l 被告阪南市との関係での争点は、①大阪府知事 |′こ対する通知義務違反
の有無、②被告みらいに対する指導助言義務違反の有無、③原告に対す
るサービス提供断絶の有無、及び④両者の間の因果関係の有無である。
この点被告阪南市の主張は、①及び②についていずれも義務連反はない
(①については、仮に通知義務があつたとしても過知をしたという主張
を含む。)、 ③について断絶はない、④について、仮に断絶があるとして
も因果関係はないというものである.

証拠によっても原告の主張 |′こ理由ままなく、原告の被告阪南市に対する
請求は粟却されるべきである。

2 ⑪について一通無義務はない
(1)上記通知義務連反の有無の争点は、大阪府指定居宅サービス事業者
の指定並びに指定居宅サービ

・ス等の事業の人員、設備及び運営に開す

る基準を定める条例 (大阪府条例第 115号 )(以下「府条例」という。)
第 ll条の「正当な理由」の有無に関わる。被告みらいの原告に対する

居宅介護サービスの提供は、平成 24年 12月 6日 以降なされていない

ことは当事者間に争いがなく、被告みらいは、原告との居宅介護サー

ビスに関する契約の解約を主張しているので、通
`′

う解約 |こ正当な理由
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がある。1′つかどうかが問題になる。

(2)こ の点、正当な理由があると評価すべき根拠となる事実についでは、

被告みらいの主張を援用する他、次の通り。

ア 原昔との願ミュニケ姜ションは非常に困難であった.
①原告とコミュニケーションをとるについて、大変な時間を要する。

証人南の証言で明らかなように、原告とのやりとりは、多く3時間

程度を要し、長ければ 3時間あるいは 7時間という、尋常ではない時

間を要する。このことは、原告と被告みらいとの関係でも同様だと推

測することは合理的である。

②原告の感情の昂ぶりへの対応は困難である。

鉦人南の証言で明らかなように、原告は一旦感情が昂ぷるとおおよ

そ 2時間程度、激怒した状 f[要で、大きな声で、激しい勢いで話をする。
こうなると、反論として口を挟む余地はない。激怒している様子には

恐怖を感じる。①で述べたょぅに、もともと面談の時間は長時間にな

るが、その間 トイレを中し出ることが憚られるほどの緊迫した状況で

あった。また、原告は、証人南に対して物を投げつけたことがある。

テープルを挟んで証人南と原告との間が lメ ー トルほどの状態で起こ

った出来事である。このように、激怒した状態で物を投げるかも知れ

ないという緊迫した状況下では、原告に対応している者が恐怖を感 じ

るというの1ま合理的である。このことは、原告と被告みらいとの関係

でも同様だと推測することは合理的である。

③原告のいうことが変わる。

証人南の証言で明らかなように、原告とのコミュニケーションには

時間を要する。その問 2時間程度
',改

怒する状態が続き、その間は応対

が困難である。その後、突然激怒する前の状態になり、その後は普通

に会話が行われるが、例えば資日には、全く言っていることが変わる

ことがある。そうすると、同じテーマの話が、激怒する状態を含めて

繰 り返されることになる。

①被告みらいによるサービスの提供 |:菫、一人住まいの原告宅で行われ、

閉じられた空間である。

イ 被告みらいは、従前から解約の希望をもっていたが、平成 24年 12
月 5日 の時点に至って初めて、サービスを提供する者がいなくなっで

解約を原告に申し出るに至っている。
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ウ 原告との関係では、隣に住んでおられたご家族ご親族の関与もなか
った。

(3)こ のような事実に鑑みると、被告みらいにおしヽで、平成 2・1年 12月
5日 まで、ざりざりの状態で踏ん張ってサービ虫醐提供を行っていた
が、いよいよ体力的にも精神的にも限界力tき た還樹華価すべきである。

なお、丙 1号証の34賞では、F当餓事業誹の現豊め1ら は利用申込に応

じされない場合、利用申込者に対し自ら遡切な指定訪問介護を提供す

ることァ〕
`困
難な場合」は、F正当な理由」があると指摘しており、上述

lンた事実によれば、正にこのいずれかに譲当するとしヽうことができる。

①について一仮に通知義務があるとしても、通知をしている

鮭人南の証言から明らかなように、被告阪南市介護保険課梶間が、平

成 24年 12月 6日 、大阪府に、電話で、解約に至る事例を伝えている事
実が認められる。従って、通知をしたものである。

①について一通知する必要はなかった。

大阪府の記録 (甲 50)に よれば、平成 24年 12月 7日 、原告自身の大
阪府宛の電話で、原告の主張によっても所要の事実が大阪府に伝わって
いるということができる。そうすると、そもそも被告阪南市が通知すべ

きか否かを論じるまでもない。

① :こついで―遅知しても、解約の結果は変わっていない。

上述した事実によれば、被告みらいの解約は平成 24年 12月 5日 の時

点で↓ま不可避であったと認められ、被告阪南市が大阪府知事に通タロしよ

うとしましヽと、解約の結果が変わったとは考えられない。そうすると、

仮に通知義務違反と、原告に対するサービスの提供に断絶があったとし

たところで、両者の間に因果関係はない。

6 ②について
(1)指摘すべき事実関係は上記 2の ところと共通する。加えて、証人南
の健言から明らかなように_証人南は、訴外国脇氏に対して、解約に
至った場合を想定して次の事業所を探すよう求めている。さらに、平

成 24年 12月 7日 以降、原告自ら探した別の事業所が原告宅にいつて
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いる。

(2)こ れ ら事実によれば、正当な理由に基づ く解約であって、被告阪南
市が指導助言すべき場合に該当しない し、また、仮に解約がなされる

とした場合に、次の事業所を探すのは訴外田脇氏の役害」であって、実

際被告阪南市は、田脇氏に対応を求めていた し、さらに、現に |′kの事

業所が原告宅 |ヽこいつているのであるかな、指導助言すべき場合には該

当 しない。

(3)④について
さらにい うと、被告み らいの解約は平成 24年 12月 3日 の時点では
不可避であつたと認められ、指導助言があろうとなかろ うと、解約の

結果が変わったとは考えられない。そ うすると、仮に指導助言義務通

反 と、原告の主張するサー ビスの断絶があったとしたところで、両者
の問 |こ 因果関係はない。

7 ③について
平成 24年 12月 7日 以降すこゃかがサービス提供に入つている事実 lま
当事者間に争いがない。従って断絶はない。そもそも、次の事業所の提
供するサービスと従前の事業所の1)最供 していたサービスとが同内容で
なければな場ない必然性はなく、また原告自ら選んだ事業所であって、
原告が主張するように限定されたサービスでぁったとしても、断絶と評
価することはできない。

以上
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